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肥大化が限りなく続くことになるとする批判が展開されることになる（Williamson, 1967; Rosen, 




























































































































































































































8   再契約の費用が生じるとする、より複雑なモデルでは、事後に非効率が生じるかもしれない。（事前の非



























































































ならば、企業 1は、事後（ 1期）に、企業 2の資産コントロール権を行使し、低灰分の炭層から
石炭を採掘するよう指示することができる（すなわち、企業 1はq2のサブ・ベクトルを選択で


















































ち、経営者 1は企業 1の資産を所有しそのコントロール権を有し、また、経営者 2は、
企業 2の資産を所有しそのコントロール権を有するとする。
　　（2） 第二のケースでは、企業 1が企業 2を所有する。すなわち、経営者 1は両企業の資産を
所有しそれらのコントロール権を有する（本稿では、このケースを企業 1のコントロー
ルと称する）。
　　（3） 第三のケースでは、企業 2が企業 1を所有する。すなわち、経営者 2は両企業の資産を
所有しそれらのコントロール権を有する（本稿では、このケースを企業 2のコントロー
ルと称する）。




13  Grossman and Hartは、他の論文で、ゼロ期の契約を 1期で更改できない特殊ケースで、ゼロ期の契約可能
性の影響を考察している（Grossman and Hart, 1984を参照しなさい）。しかしながら、契約の更改を許容す
るこのモデルに、契約可能性を導入することは問題を格段に複雑にする。ゼロ期に契約可能であるとき、
契約当事者は企業 iから企業 jへ支払う報酬スケジュールを提示した契約に同意することができるだけで
なく、 1期での価格スケジュールを経営者 iと jが発信する埋没投資a1とa2の情報に従って更改する方法
に同意することができる（特殊ケースの下でのこの分析については、Hart and Moore（1985）を参照しな

































16  aiを所与としたとき、Biはφiについて増加関数であるので、φi(q1, q2)を最大化することを考える。そこで、




 これを連立方程式として解くことで、一意的解 (q1, q2)=(q̂1, q̂2)を得ることになる。
－ 59 －


















































































このケースでは、経営者 1が企業 1および企業 2を所有しているので、経営者 1は、 1期におい
て、q1、q2を決定する権限を持つことになる。 1期で、これ以上の再交渉がないのであれば、経
営者 1は、自らの利益を最大化するため、φ1(q1, q2)を最大化するよう、(q1, q2)を選択すること
になる。そこで、次のような仮定をおくことにする。
仮定 2．(q1, q2)∈Q1×Q2の制約の下で、φ1(q1, q2)を最大化するような一意的解 (q̄1, q̄2)が存在
する22。
　このとき、経営者 1が、他の企業の所有権を獲得することは、経営者の現状の効用（status quo 
utility）、すなわち、（所与のa1、a2の下で）再交渉がないときの効用をより高めることになる。





(q̂1, q̂2)を (q̄1, q̄2)で置き換えることで表される。




22  経営者 1は、企業 1および 2を所有しているので、B1を最大化するよう、活動 (q1, q2)を選択する。
B1はφ1について増加関数であるので、φ1(q1, q2)を最大化する (q1, q2)が選択される。このとき、(q1, 
q2)∈Q1×Q2の制約の下で、φ1(q1, q2)を最大化する一階の条件は次のように表される。
























は、経営者 1は、企業 1および 2の所有権を有しているので、各経営者の脅威点、すなわち、（所
与のa1、a2の下でφ1を最大化する）非協力解のときの効用Bi[ai, φi(q̄)]が交渉の出発点となるこ






































24  経営者 2は、企業 1および 2を所有しているので、B2を最大化するよう、活動 (q1, q2)を選択する。
B2はφ2について増加関数であるので、φ2(q1, q2)を最大化する (q1, q2)が選択される。このとき、(q1, 
q2)∈Q1×Q2の制約の下で、φ2(q1, q2)を最大化する一階の条件は次のように表される。













































の非協力解は、非統合のケースでは (q̃1, q̃2)=(q̂1, q̂2)であり、また、企業 1のコントロールの










































企業 2のコントロールの場合における非協力的な均衡の一階の条件、すなわち、仮定 1、 2およ
















式にB1[a1, α1(q̂1A)]=B1{a1, α1[q1A(a)]}およびB2[a2, α2(q̂2A)]=B2{a2, α2[q2A(a)]}を代入すると、次のことを
得る。
























27  非統合の下での契約でみたように、（A）式を仮定したときのナッシュ交渉解（最善解）は (q̂1A, q̂2A)=[q1A(a), 
q2




関しては、非効率的である。このとき、ε1, ε2 ≈ 0であるので、φ1(q1, q2)=α1(q1)、φ2(q1, q1)=α2(q2)に注
意しながら、（4）式にB1[a1, α1(q̄1A)]=B1{a1, α1[q1A(a)]}を代入すると、次のことを得る。
 これを最大化するためのa1に関する一階の条件を求める。
  包絡線定理、（A1）および（A2）式より、 =0および =0であることに注意しなさい。と
ころが、B1[a1, α1(q̄1A)]=B1{a1, α1[q1A(a)]}であるので、経営者 1は、事前に、a1を効率的に選択すること
になる。







































































29  （B）式を仮定したとき、ε2 ≈ 0であるので、企業 1のコントロールの下での非協力解の一階の条件は、次
のように表される。
  これは、ナッシュ交渉解の一階の条件、（B1）および（B2）式と同等であるので、企業 1のコントロール
の下での非協力解は、ナッシュ交渉解と同等となる。したがって、(q̄1B, q̄2B)=[q1B(a), q2B(a)]に注意しなが
ら、（4'）および（5'）式にB1[a1, α1(q̄1B)+β1(q̄2B)]=B1{a1, α1[q1B(a)]+β1[q2B(a)]}およびB2(a2, α2)=B2{a2, 
α2[q2B(a)]}を代入すると、次のことを得る。
























30  企業 1のコントロールの下での契約でみたように、（B）式を仮定したときのナッシュ交渉解（最善解）




関しては、非効率的である。このとき、ε2 ≈ 0であるので、B2(a2, α2)=B2{a2, α2[q2B(a)]}に注意しながら、
（5'）式を整理すると、次の式を得る。
 これを最大化するためのa2に関する一階の条件を求める。
  包絡線定理、（B1）および（B2）式より、 =0および =0であることに注意しなさい。と
ころが、B2(a2, α2)=B2{a2, α2[q2B(a)]}であるので、経営者 2は、事前に、a2を効率的に選択することに
なる。














31  企業 1のコントロールの下での契約でみたように、（B）式を仮定したときのナッシュ交渉解（最善解）
















非効率的である。このとき、ε2 ≈ 0であるので、B2(a2, α2)=B2{a2, α2[q2B(a)]}に注意しながら、（5'）式を
整理すると、次の式を得る。
 これを最大化するためのa2に関する一階の条件を求める。
  包絡線定理、（B1）および（B2）式より、 =0および =0であることに注意しなさい。と
ころが、B2(a2, α2)=B1{a2, α2[q2B(a)]}であるので、経営者 2は、事前に、a2を効率的に選択することに
なる。
  　他方、B2(a2, α2)=B2{a2, α2[q2B(a)]}に注意しながら、（4'）式を整理すると、次の式を得る。



































32  （C）式を仮定したとき、ε1 ≈ 0であるので、企業 2のコントロールの下での非協力解の一階の条件は、次
のように表される。





















































に関しては、非効率的である。このとき、ε1 ≈ 0であるので、B1(a1, α1)=B1{a1, α1[q1C(a)]}に注意しながら、
（4"）式を整理すると、次のことを得る
 これを最大化するためのa1に関する一階の条件を求める。
  包絡線定理、（C1）および（C2）式より、 =0および =0であることに注意しなさい。と
ころが、B1(a1, α1)=B1{a1, α1[q1C(a)]}であるので、経営者 1は、事前に、a1を効率的に選択する。









　命題 1は、契約不能な行動ql（ただし、l=1 あるいは 2）が企業 jの利益Bjに及ぼす影響が軽
微ならば、企業 iがそれら (ql)をコントロールするのが効率的であることを示すものである。な















C(a), q2C(a)]である。他方、企業 1のコントロールの下での非協力解は (q̄1C, q̄2C)である。そし
て、このとき、q̄1C≠q1C(a)および q̄2C≠q2C(a)であることがわかる。すなわち、q1およびq2に関しては、事後
に、非効率的である。このとき、ε1 ≈ 0であるので、B1(a1, α1)=B1{a1, α1[q1C(a)]}に注意しながら（4"）
式を整理すると、次の式を得る。
 これを最大化するためのa1に関する一階の条件を求める。
 包絡線定理、（C1）および（C2）式より、 =0および =0であることに注意しなさい。
  ところが、B1(a1, α1)=B1{a1, α1[q1C(a)]}であるので、経営者 1は、事前に、a1を効率的に選択すること
になる。






備考 1．命題 1の興味深い応用例として、一人の経営者が、例えば、経営者 1が、効率性を
損なうことなく、二つの企業を管理運営する特殊ケースを考察した研究をあげることができる



































　命題 1では、所有構造のいずれかひとつが、最善解 (q1＊, q2＊)に近似するある値 (q̃1, q̃2)を惹起



































35  仮定 5より、∂Bi∂ai (ai
＊, φ̃i)は、φiの増加とともに増加する。φ̃i ≷ φi＊のとき、∂Bi∂ai (ai
＊, φ̃i) ≷ ∂Bi∂ai (ai
＊, φi＊)である
ので、（12）式の左辺は次のようになる。
36  φ̃i ≷ φi＊のとき、∂Bi∂ai (ai
＊, φ̃i)+ ∂Bi∂ai (ai
＊, φi＊) ≷ 0である。仮定 6より、∂Bi∂ai (ãi, φ̃i)は、ãiの増加とともに低下
していくので、∂Bi∂ai (ai
＊, φ̃i)+ ∂Bi∂ai (ai


































う。企業 1のコントロールが望ましいのは、企業 1の事前の投資が企業 2のそれよりもはるかに
重要であり（企業 1のコントロール下での企業 2の過小投資は相対的に歪みが少ない）、そして、




















　具体的には、企業 2の利益関数をB2=f2[a2, φ2(q1, q2)]−C2(a2)と特定化する。ただし、f2は
1期の変動利益（variable benefit）であり、C2は埋没投資費用である。このとき、次のことを考










































































































































































































































（private passenger automobile liability insurance）に関して47パーセントの市場シェアを持つが、他



























41  損害保険の数値はWebb et al.（1984, 1：85）に拠るものである。また、生命保険の数値は生命保険販売
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